
  

１．平成23年３月期第１四半期の連結業績（平成22年４月１日～平成22年６月30日） 

  

  

（２）連結財政状態 

  

２．配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無：無 

  

３．平成23年３月期の連結業績予想（平成22年４月１日～平成23年３月31日） 

（注）当四半期における業績予想の修正有無：有 
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（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

23年３月期第１四半期  15,143  30.5  375  －  455  －  223  －

22年３月期第１四半期  11,604  2.9  △355  －  △294  －  △177  －

  
１株当たり 
四半期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 
四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

23年３月期第１四半期  6.78  －

22年３月期第１四半期  △5.38  －

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

23年３月期第１四半期  61,515  19,436  31.6  589.96

22年３月期  65,296  19,917  30.5  604.56

（参考）自己資本 23年３月期第１四半期 19,436百万円 22年３月期 19,917百万円

  
年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

22年３月期   －  － － 15.00  15.00

23年３月期   －

23年３月期（予想）  － － 12.00  12.00

  （％表示は、通期は対前期、第２四半期（累計）は対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期（累計）  30,500  6.9  400  276.6  450  167.2  200  381.3 6.07

通期  81,500  △1.9  2,250  △7.7  2,300  △10.2  1,150  △11.9 34.91



４．その他（詳細は、［添付資料］Ｐ．３「２．その他の情報」をご覧ください。） 

（１）当四半期中における重要な子会社の異動 ：無 

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用：有 

（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

①  会計基準等の改正に伴う変更：有 

②  ①以外の変更              ：無 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作

成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の有無となります。 

  

（４）発行済株式数（普通株式） 

  
  

※  四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示

時点において、金融商品取引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了しておりません。 

  

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々

な要因によって予想数値と異なる場合があります。なお、業績予想に関する事項は、［添付資料］Ｐ．２「１．当四

半期の連結業績等に関する定性的情報 （３）連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 

  

  

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年３月期１Ｑ 34,000,000株 22年３月期 34,000,000株

②  期末自己株式数 23年３月期１Ｑ 1,054,730株 22年３月期 1,054,565株

③  期中平均株式数（四半期累計） 23年３月期１Ｑ 32,945,323株 22年３月期１Ｑ 32,948,073株



  

（参考）  

  平成23年３月期の個別業績予想（平成22年４月１日～平成23年３月31日） 

（注）個別業績予想数値の当四半期における業績予想の修正有無：有 

  

  

  （％表示は、通期は対前期、第２四半期（累計）は対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期（累計）  30,000  6.7  300  358.3  450  166.4  200  261.8 6.07

通期  80,000  △1.7  2,050  0.0  2,200  △0.6  1,100  △2.1 33.39
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

 当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新興国の堅調な経済に支えられ外需産業を中心に企業業績の改
善や、政府の経済対策の効果等により景気は緩やかな回復傾向にあるものの、欧州の財政不安が国内景気を下押しす
る懸念もあり、先行きについては不透明な状況が続いております。 
 当社グループの関連事業の環境は、設備工事事業につきましては、官公需の減少に加えて、企業業績の改善が新
たな設備投資意欲を持ち直すまでに至らず、受注環境は厳しい状況が続いております。  
 精密環境制御機器の製造販売事業につきましては、足元では世界的な半導体の需要増及び中国を始め新興国などを
中心とした液晶テレビの需要にけん引され、半導体及び液晶パネル製造装置の事業環境は前年度に比べ著しく改善さ
れつつあります。 
 こうした経営環境の下で、当社グループは業績の向上に総力を上げて取り組んでまいりました。その結果、当第１
四半期連結累計期間の売上高は 百万円（前年同期比 ％増加）、営業利益は 百万円、経常利益は 百万
円、四半期純利益は 百万円となりました。 
  
セグメントの業績を示すと次のとおりであります。 
  
<設備工事事業> 
売上高     百万円  （ ％） 
営業利益          百万円  （   ） 
 受注高は 百万円で前年同期比 ％の減少となりました。 
 売上高につきましては、工事進行基準による計上額の増加もあり前年同期比 ％の増加となりました。売上
高の増加と売上総利益率が前年同期より上昇したこともあって、その結果、前年同期の営業損失から営業利益に
転化しました。                          
  

<機器製造販売事業> 
売上高      百万円  （ ％）  
営業損失          百万円  （   ） 
 受注高は 百万円で前年同期比 ％の増加となりました。 
 売上高につきましては、主に液晶向けが増加し前年同期比 ％の増加となりましたが、売上総利益率は前年
同期に比べ低下したことにより販売費及び一般管理費を吸収できず、 百万円の営業損失となりました。  

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

①資産、負債及び純資産の状況 
 当第１四半期連結会計期間末の財政状態は、総資産が 百万円（前年度末比 百万円減少）となりまし
た。主な増加は、現金預金の増加 百万円、未成工事支出金の増加 百万円、主な減少は、受取手形・完成
工事未収入金等の減少 百万円です。 
 負債総額は 百万円（前年度末比 百万円減少）となりました。主な増加は未成工事受入金の増加 百
万円、その他の流動負債の増加 百万円です。主な減少は、支払手形・工事未払金等の減少 百万円、未払法
人税等の減少 百万円です。  
 純資産は 百万円（前年度末比 百万円減少）となりました。これは、配当金の支払 百万円、その他有
価証券評価差額金の減少 百万円などによるものです。 
   
②キャッシュ・フローの状況 
 当第１四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末より 百
万円増加し、 百万円となりました。 
  
(営業活動によるキャッシュ・フロー) 
 当第１四半期連結累計期間における営業活動による資金の増加は 百万円（前年同期比 百万円の増加）
となりました。これは主として売上債権の回収や未成工事受入金などの収入が仕入債務の支払や未成工事支出金の
投入による支出より 百万円上回ったことなどによるものです。 
  
(投資活動によるキャッシュ・フロー) 
  当第１四半期連結累計期間における投資活動による資金の減少は 百万円（前年同期比 百万円の減少）とな
りました。これは、主として有形固定資産の取得による支出などがあったことによるものです。 
  
(財務活動によるキャッシュ・フロー) 
 当第１四半期連結累計期間における財務活動による資金の減少は 百万円（前年同期比 百万円の減少）とな
りました。これは、主として借入金の返済及び配当金の支払などによるものです。  

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 当第１四半期の業績の動向を踏まえ、平成22年５月14日の決算発表時に公表した平成23年３月期の第２四半期累計
期間の業績予想を修正いたしました。 
 なお、当該予想数値の修正に関する事項は、本日（平成22年８月６日）公表の「業績予想の修正に関するお知ら
せ」をご参照ください。 

  

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報
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（１）重要な子会社の異動の概要 

 該当事項はありません。 

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

①簡便な会計処理   

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法 

 当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認

められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。  

  

２．棚卸資産の評価方法  

 当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地棚

卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。 

 また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積

り、簿価切下げを行う方法によっております。 

  

３．固定資産の減価償却費の算定方法 

 定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法

によっております。 

  

４．繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発

生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタック

ス・プランニングを利用する方法によっております。 

  

②四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の概要  

  該当事項はありません。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

「資産除去債務に関する会計基準」の適用  

「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を当第１四半期連結会計期間よ

り適用しております。 

これにより、当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益がそれぞれ 百万円、税金等調整前四半期純

利益が 百万円減少しております。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は、 百万円

であります。 

  

  

２．その他の情報
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３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 8,336 5,391

受取手形・完成工事未収入金等 30,136 38,373

製品 126 147

未成工事支出金 5,712 4,354

仕掛品 1,276 1,095

材料貯蔵品 149 128

その他 2,864 2,658

貸倒引当金 △68 △71

流動資産合計 48,534 52,079

固定資産   

有形固定資産 5,202 5,200

無形固定資産 358 384

投資その他の資産   

投資有価証券 5,363 5,725

その他 2,172 2,018

貸倒引当金 △115 △111

投資その他の資産計 7,420 7,632

固定資産合計 12,981 13,217

資産合計 61,515 65,296

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 27,455 31,196

短期借入金 3,404 3,404

未払法人税等 164 589

未成工事受入金 5,118 4,362

引当金 130 288

その他 2,094 1,697

流動負債合計 38,368 41,539

固定負債   

長期借入金 858 984

退職給付引当金 2,589 2,582

その他 262 273

固定負債合計 3,710 3,840

負債合計 42,079 45,379



（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,857 3,857

資本剰余金 3,721 3,721

利益剰余金 11,973 12,244

自己株式 △376 △376

株主資本合計 19,176 19,447

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 322 543

為替換算調整勘定 △62 △72

評価・換算差額等合計 260 470

純資産合計 19,436 19,917

負債純資産合計 61,515 65,296



（２）四半期連結損益計算書 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

売上高 11,604 15,143

売上原価 10,641 13,458

売上総利益 962 1,684

販売費及び一般管理費 1,318 1,309

営業利益又は営業損失（△） △355 375

営業外収益   

受取利息 0 0

受取配当金 80 78

その他 11 35

営業外収益合計 93 115

営業外費用   

支払利息 23 21

その他 8 13

営業外費用合計 32 34

経常利益又は経常損失（△） △294 455

特別利益   

固定資産処分益 － 4

貸倒引当金戻入額 4 －

特別利益合計 4 4

特別損失   

固定資産処分損 0 0

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 5

特別損失合計 0 6

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△290 454

法人税、住民税及び事業税 45 33

法人税等調整額 △158 197

法人税等合計 △113 231

少数株主損益調整前四半期純利益 － 223

四半期純利益又は四半期純損失（△） △177 223



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

△290 454

減価償却費 102 102

貸倒引当金の増減額（△は減少） 0 1

退職給付引当金の増減額（△は減少） 37 7

受取利息及び受取配当金 △81 △79

支払利息 23 21

有形固定資産処分損益（△は益） 0 △4

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 5

売上債権の増減額（△は増加） 8,924 8,180

未成工事支出金等の増減額（△は増加） △4,107 △1,538

仕入債務の増減額（△は減少） △5,760 △3,740

未成工事受入金の増減額（△は減少） 1,957 756

その他 △1,453 △62

小計 △647 4,104

利息及び配当金の受取額 81 79

利息の支払額 △24 △23

法人税等の支払額 △735 △457

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,325 3,702

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △8 △117

無形固定資産の取得による支出 △36 △26

投資有価証券の取得による支出 △1 △12

その他 △18 31

投資活動によるキャッシュ・フロー △65 △125

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 △126 △126

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △461 △494

その他 △3 △1

財務活動によるキャッシュ・フロー △591 △621

現金及び現金同等物に係る換算差額 △11 △10

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,994 2,945

現金及び現金同等物の期首残高 6,969 5,391

現金及び現金同等物の四半期末残高 4,975 8,336



該当事項はありません。 

  

  

〔事業の種類別セグメント情報〕  

 前第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日）   

  

（注）１．事業区分の方法 

     日本標準産業分類に基づいて区分しております。  

   ２．各区分に属する主要な事業の内容  

   ３．会計方針の変更による影響額  

（完成工事高の計上基準の変更）      

 請負工事に係る収益の計上基準については、従来、平成20年４月１日以後に新たに着手した工事

で、工事期間が１年以上でかつ請負金額が３億円以上の工事については工事進行基準を、その他の工

事については工事完成基準を適用しておりましたが、当第１四半期連結会計期間から「工事契約に関

する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）が適用されたことに伴い、当第１四半期

連結会計期間に着手した工事契約から当第１四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確

実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の

工事については工事完成基準を適用しております。 

 なお、平成21年３月31日以前に着手した工事契約のうち、平成20年４月１日以後に新たに着手した

工事で、工事期間が１年以上でかつ請負金額が３億円以上の工事については工事進行基準を、その他

の工事については工事完成基準を引き続き適用しております。 

 この変更に伴い、従来の方法によった場合と比べて、当第１四半期連結累計期間に係る設備工事事

業の完成工事高は585百万円増加し、営業損失は83百万円減少しております。 

  

〔所在地別セグメント情報〕 

前第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

 全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載

を省略しております。 

  

〔海外売上高〕  

前第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

 海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。   

   

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

  
設備工事 
事  業 
（百万円） 

機器製造 
販売事業 
（百万円） 

  
計 

（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

  
連結 

（百万円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高  10,433  1,170  11,604  －  11,604

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 5  －  5  (5)  －

計  10,439  1,170  11,609  (5)  11,604

営業損失(△)  △237  △117  △355  －  △355

設 備 工 事 事 業 ：空気調和衛生設備の設計・監督・施工 

機器製造販売事業：精密環境制御機器の製造販売 



〔セグメント情報〕 

１．報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

当社は、「設備工事事業」、「機器製造販売事業」の２つを報告セグメントとしております。 

 設備工事事業につきましては、空気調和衛生設備の技術を核として、その設計・監督・施工を主な事業とし

ております。 

 機器製造販売事業につきましては、設備工事事業と合わせて、空気調和・温湿度調節の技術を活かし、半導

体や液晶製造装置向けの精密環境制御機器を主とした環境機器の製造販売を行っております。  

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第１四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日） 

 （単位：百万円） 

（注）１．セグメント利益の調整額 百万円はセグメント間取引消去 百万円であります。 

２．セグメント利益又は損失の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。 

  

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

該当事項はありません。 

  

（追加情報）  

当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成

20年３月21日）を適用しております。  

  

 該当事項はありません。 

  

  

   報告セグメント  
調整額 
（注１） 

四半期連結 
損益計算書 
計上額    

設備工事 
事業  

機器製造 
販売事業

合 計 

売上高           

(1）外部顧客への売上高  12,920  2,222  15,143  －  15,143

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 8  －  8  (8)  －

計  12,929  2,222  15,151  (8)  15,143

セグメント利益       

（又はセグメント損失△） 
 508  △132  375  －  375

△8 △8

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記



（１）連結受注高                                  （単位：百万円）   

  

（２）個別受注高                                  （単位：百万円） 

   

  

４．補足情報

区分 

前年同四半期 当四半期 

比 較 増 減増 減 率平成22年３月期 平成23年３月期 

第１四半期累計期間 第１四半期累計期間 

  空 調 工 事 13,335( 81.7%) 10,526( 71.8%) △2,808 △21.1%

設 備 工 事 事 業衛 生 工 事 1,592( 9.8%) 1,720( 11.7%) 128 8.1%

  計 14,928( 91.5%) 12,247( 83.5%) △2,680 △18.0%

機 器 製 造 販 売 事 業 1,378( 8.5%) 2,423( 16.5%) 1,045 75.8%

合 計 16,306( 100.0%) 14,671( 100.0%) △1,635 △10.0%

区分 

前年同四半期 当四半期 

比 較 増 減増 減 率平成22年３月期 平成23年３月期 

第１四半期累計期間 第１四半期累計期間 

  空 調 工 事 13,232( 81.7%) 10,032( 71.1%) △3,199 △24.2%

設 備 工 事 事 業衛 生 工 事 1,584( 9.8%) 1,646( 11.7%) 61 3.9%

  計 14,816( 91.5%) 11,678( 82.8%) △3,137 △21.2%

機 器 製 造 販 売 事 業 1,378( 8.5%) 2,423( 17.2%) 1,045 75.8%

合 計 16,195( 100.0%) 14,102( 100.0%) △2,092 △12.9%
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